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下 水 道 事 業 会 計 

１ 業務実績 

当年度の業務実績は、次のとおりである。 

（１）処理区域面積及び処理人口 

当年度末の処理区域面積は２，５４１ｈａで、前年度と同じとなっている。 

処理人口は８万５，６９４人で、前年度と比較すると１，４７９人、１．７％の減少となっ

ているが、人口普及率は９９．２％で、前年度と同率となっている。 

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率（％）

（ha） 2,541 2,541 0.0 －

（人） 86,394 87,883 △ 1,489 △ 1.7

（人） 85,694 87,173 △ 1,479 △ 1.7

（％） 99.2 99.2 0.0 －

行 政 区 域 内 人 口

処 理 人 口

人 口 普 及 率

区　　　分

処 理 区 域 面 積

 

（２）年間総処理水量等及び有収水量 

年間総処理水量は１，５０２万５，０２０㎥で、前年度と比較すると９０万９，８２９㎥、

６．４％の増加、晴天時年間処理水量は１，１３０万５，１３０㎥で、前年度と比較すると   

３４万４１０㎥の増加となっている。 

有収水量は７５５万９，５０６㎥で、前年度と比較すると１０万２，２１９㎥、１．３％の

減少、有収率は６６．９％で、前年度と比較すると３．０ポイントの低下となっている。 
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（３）主要な建設改良事業 

当年度の建設改良事業の主な内訳は、公共下水道蘭西地区の管路施設の改築、蘭東下水処理

場の濃縮設備一式及び一次消化タンクの更新工事となっている。 

管渠延長は５６万２，８９８ｍとなり、前年度と比較すると４０８ｍの増加となっている。 

 

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率（％）

（ｍ） 562,898 562,490 408 0.1

区　　　分

管 渠 延 長
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２ 予算執行状況 

当年度の予算執行状況は、次のとおりである。 

（１）収益的収支 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

3,281,632,000 3,269,679,136 0 △ 11,952,864 99.6

2,493,584,000 2,491,967,294 0 △ 1,616,706 99.9

788,047,000 777,711,842 0 △ 10,335,158 98.7

1,000 0 0 △ 1,000 －

2,876,393,000 2,766,638,712 0 109,754,288 96.2

2,538,618,000 2,431,712,773 0 106,905,227 95.8

334,775,000 334,774,818 0 182 100.0

1,000,000 151,121 0 848,879 15.1

2,000,000 0 0 2,000,000 －

405,239,000 503,040,424 － － －

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収　  支　  差　  引

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

科　　　目

 

下水道事業収益の決算額は３２億６，９６７万円で、予算現額３２億８，１６３万円に対し

て９９．６％の執行率となっている。 

下水道事業費用の決算額は２７億６，６６３万円で、予算現額２８億７，６３９万円に対し

て９６．２％の執行率となっている。 

（２）資本的収支 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

859,894,086 692,019,944 61,288,106 △ 106,586,036 80.5

380,700,000 314,100,000 29,500,000 △ 37,100,000 82.5

398,207,086 297,978,980 31,788,106 △ 68,440,000 74.8

76,906,000 76,442,964 0 △ 463,036 99.4

4,081,000 3,498,000 0 △ 583,000 85.7

1,673,154,400 1,447,588,640 65,514,400 160,051,360 86.5

875,000,400 656,081,777 65,514,400 153,404,223 75.0

788,146,000 788,145,784 0 216 100.0

6,158,000 2,261,079 0 3,896,921 36.7

3,850,000 1,100,000 0 2,750,000 28.6

△ 813,260,314 △ 755,568,696 － － －

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

返 還 金

貸 付 金

収　  支　  差　  引

資 本 的 収 入

企 業 債

交 付 金

負 担 金

貸 付 金 収 入

科　　　目

 

資本的収入の決算額は６億９，２０１万円で、予算現額８億５，９８９万円に対して    

８０．５％の執行率となっている。 

資本的支出の決算額は１４億４，７５８万円で、予算現額１６億７，３１５万円に対して  

８６．５％の執行率となっている。 
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翌年度繰越額６，５５１万円は、建設改良費の繰越額として蘭東下水処理場外改築工事委託

及び公共下水道蘭西・祝津地区下水管路施設改築工事の一部が翌年度へ繰り越されたものであ

り、これに係る財源充当額は、国庫交付金で３，１７８万円、企業債で２，９５０万円となっ

ている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額７億５，５５６万円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額２，４４１万円で補填され、残りの額７億３，１１５万円は、

一時借入金で措置されている。 

（３）その他の予算事項 

ア 企業債 

企業債の発行は前年度繰越額１，９１０万円を除き２億９，５００万円で、予算第６条に

定める起債限度額３億６，１６０万円の範囲内の執行となっている。また、起債の目的、方

法、利率及び償還の方法は、予算に定めるところにより執行されている。 

イ 一時借入金 

一時借入金の最高額は１３億８，０００万円で、予算第７条に定める一時借入金限度額 

２２億円の範囲内の借入となっている。 

ウ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

予算第９条に定める議会の議決を経なければ流用することのできない経費である職員給

与費についてはその範囲内の執行となっている。 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 不 用 額 執行率

160,433,000 144,207,619 16,225,381 89.9職 員 給 与 費

区　　　分

 

エ 他会計からの補助金 

予算第１０条に定める予算額７，５１６万円に対し、決算額は６，７８３万円となってい

る。 

なお、負担金を含めた一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 増 　 減 執行率

903,643,000 903,586,894 △ 56,106 100.0

898,485,000 898,879,869 394,869 100.0

負 担 金 828,477,000 835,748,023 7,271,023 100.9

補 助 金 70,008,000 63,131,846 △ 6,876,154 90.2

5,158,000 4,707,025 △ 450,975 91.3

補 助 金 5,158,000 4,707,025 △ 450,975 91.3

75,416,000 75,472,106 56,106 100.1

75,416,000 75,472,106 56,106 100.1

979,059,000 979,059,000 0 100.0

903,893,000 911,220,129 7,327,129 100.8

75,166,000 67,838,871 △ 7,327,129 90.3

資 本 的 収 入

負 担 金

合　　　計

負 担 金

補 助 金

区　　　分

収 益 的 収 入

営 業 収 益

営 業 外 収 益
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３ 経営成績 

当年度の経営成績を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１） 損 益 

  

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

2,374,143,872 2,369,223,972 4,919,900 0.2

下 水 道 使 用 料 1,475,264,003 1,494,909,902 △ 19,645,899 △ 1.3

他 会 計 負 担 金 835,748,023 811,174,667 24,573,356 3.0

他 会 計 補 助 金 63,131,846 63,139,403 △ 7,557 0.0

2,364,463,735 2,371,194,744 △ 6,731,009 △ 0.3

管 渠 費 112,585,752 114,317,594 △ 1,731,842 △ 1.5

ポ ン プ 場 費 174,649,449 165,568,248 9,081,201 5.5

処 理 場 費 518,935,700 527,200,763 △ 8,265,063 △ 1.6

排 水 設 備 促 進 費 271,344 379,917 △ 108,573 △ 28.6

総 係 費 39,188,031 44,290,180 △ 5,102,149 △ 11.5

職 員 給 与 費 115,511,523 119,002,553 △ 3,491,030 △ 2.9

減 価 償 却 費 1,360,950,637 1,388,512,554 △ 27,561,917 △ 2.0

資 産 減 耗 費 42,371,299 11,922,935 30,448,364 255.4

9,680,137 △ 1,970,772 11,650,909 591.2

777,500,441 780,962,750 △ 3,462,309 △ 0.4

受 取 利 息 1,620 51,245 △ 49,625 △ 96.8

他 会 計 補 助 金 4,707,025 5,178,744 △ 471,719 △ 9.1

長 期 前 受 金 戻 入 768,755,249 770,964,705 △ 2,209,456 △ 0.3

雑 収 益 4,036,547 4,768,056 △ 731,509 △ 15.3

308,412,262 324,515,745 △ 16,103,483 △ 5.0

支 払 利 息 276,225,818 294,442,692 △ 18,216,874 △ 6.2

雑 支 出 32,186,444 30,073,053 2,113,391 7.0

478,768,316 454,476,233 24,292,083 5.3

146,525 477,950 △ 331,425 △ 69.3

過 年 度 損 益 修 正 損 57,638 377,312 △ 319,674 △ 84.7

そ の 他 特 別 損 失 88,887 100,638 △ 11,751 △ 11.7

478,621,791 453,998,283 24,623,508 5.4

△ 320,001,068 △ 773,999,351 453,998,283 58.7

158,620,723 △ 320,001,068 478,621,791 149.6当年度未処分利益剰余金（△欠損金）

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 （ △ 損 失 ）

前年度繰越剰余金（△欠損金）

科　　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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ア 営業収益 

営業収益は２３億７，４１４万円で、前年度と比較すると４９１万円、０．２％の増加と

なっている。 

このうち下水道使用料は１４億７，５２６万円で、前年度と比較すると１，９６４万円、

１．３％の減少となっている。 

これは、処理人口及び有収水量が減少したことによるものである。 

イ 営業費用・営業損益 

営業費用は２３億６，４４６万円で、前年度と比較すると６７３万円、０．３％の減少と

なっている。 

これは主として、資産減耗費の固定資産除却費及び処理場費の委託料が増加したものの、

減価償却費の有形固定資産減価償却費及び処理場費の工事請負費が減少したことによるも

のである。 

営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は９６８万円で、前年度は１９７万円の営業

損失が生じていたが、当年度は利益に転じている。 

ウ 営業外収益・営業外費用・経常損益 

営業外収益は７億７，７５０万円で、前年度と比較すると３４６万円、０．４％の減少と

なっている。 

これは主として、長期前受金戻入が減少したことによるものである。 

営業外費用は３億８４１万円で、前年度と比較すると１，６１０万円、５．０％の減少と

なっている。 

これは主として、支払利息が減少したことによるものである。 

営業利益に営業外収益及び営業外費用を加減した経常利益は４億７，８７６万円で、前年

度と比較すると２，４２９万円、５．３％の増加となっている。 

エ 特別損失・当年度純損益 

特別損失は１４万円で、前年度と比較すると３３万円、６９．３％の減少となっている。 

これは主として、過年度損益修正損が減少したことによるものである。 

経常利益から特別損失を差し引いた当年度純利益は４億７，８６２万円となり、前年度繰

越欠損金から当該純利益を差し引いた当年度未処分利益剰余金は１億５，８６２万円となっ

ており、昨年度まで有していた欠損金が解消されている。 
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なお、総収益、総費用、当年度未処分利益剰余金（△欠損金）の最近５事業年度の推移は、

次のとおりである。 

 

2,502,801 2,407,908

3,191,372 3,150,187 3,151,644

△ 1,775,772

△ 1,249,024

△ 773,999

△ 320,001

158,621

1,918,828 1,881,159

2,727,522 2,696,188 2,673,023

△ 3,000,000

△ 2,000,000

△ 1,000,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(千円) 総収益、総費用等の推移

総収益 総費用 当年度未処分利益剰余金（△欠損金）
 

（２）経営成績の分析 

ア 経営分析比率 

収益性等について、経営分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

（単位：％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度
増　減

（２８－２７）

161.1 156.2 101.2 99.9 100.4 0.5

130.7 128.3 118.1 116.9 117.9 1.0

130.4 128.0 117.0 116.8 117.9 1.1

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。

区　　　分

営 業 収 支 比 率

 
（注）１ 営業収支比率（営業収益／営業費用×１００）は、企業本来の営業活動による営業費用が営業収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営業利益率が良いことを表し、これが１００％未

満であれば、営業損失が生じていることを意味する。 

（注）２ 経常収支比率（経常収益／経常費用×１００）は、経常的活動による経常費用が経常収益によりどの程度賄

われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が良いことを表し、これが１００％未満であれば

経常損失が生じていることを意味する。 

（注）３ 総収支比率（総収益／総費用×１００）は、事業活動に伴う全ての収支のバランスから支払能力と経営の安

定性を見る指標であり、この比率が１００％以上であれば、純利益が生じていることを意味する。 

 

営業収支比率は営業利益が発生していることから１００．４％となっており、前年度と比

較すると０．５ポイントの上昇となっている。 

経常収支比率は経常利益が発生していることから１１７．９％となっており、前年度と比

較すると１．０ポイントの上昇となっている。 

また、総収支比率は純利益が発生していることから１１７．９％となっており、前年度と

比較すると１．１ポイントの上昇となっている。 
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イ 使用料単価及び処理原価 

使用料単価及び処理原価を前年度と比較すると、次のとおりである。 

  

（単位：円、㎥、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

（A） 7,559,506 7,661,725 △ 102,219 △ 1.3

（B） 1,475,264,003 1,494,909,902 △ 19,645,899 △ 1.3

（C） 1,490,235,885 1,506,724,647 △ 16,488,762 △ 1.1

（B/A） 195.15 195.11 0.04 0.0

（C/A） 197.13 196.66 0.47 0.2

△ 1.98 △ 1.55 △ 0.43 －

※ 汚水処理費 = 維持管理費  + 資本費

有 収 水 量

下 水 道 使 用 料

汚 水 処 理 費

使 用 料 単 価

処 理 原 価

差　　　引

区　　　分

 

当年度の有収水量１㎥当たりの処理原価は１９７円１３銭、これに対する使用料単価は 

１９５円１５銭であり、差引は△１円９８銭となっている。 

これを前年度と比較すると、処理原価で４７銭の増加、使用料単価で４銭の増加、差引は

４３銭の減少となっている。 



- 78 - 

 

４ 財政状態 

当年度の財政状態を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１） 資 産 

  

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

30,457,300,103 31,236,146,412 △ 778,846,309 △ 2.5

30,452,036,603 31,228,367,032 △ 776,330,429 △ 2.5

土 地 749,921,171 749,921,171 0 0.0

建 物 2,842,865,636 2,974,980,067 △ 132,114,431 △ 4.4

構 築 物 22,062,630,450 22,794,670,987 △ 732,040,537 △ 3.2

機 械 及 び 装 置 4,534,703,092 4,526,910,836 7,792,256 0.2

車 両 運 搬 具 2,397,658 1,458,283 939,375 64.4

工 具 器 具 及 び 備 品 12,139,710 11,576,743 562,967 4.9

建 設 仮 勘 定 247,378,886 168,848,945 78,529,941 46.5

431,500 549,380 △ 117,880 △ 21.5

電 話 加 入 権 431,500 431,500 0 0.0

その他無形固定資産 0 117,880 △ 117,880 －

4,832,000 7,230,000 △ 2,398,000 △ 33.2

水 洗 化 貸 付 金 4,832,000 7,230,000 △ 2,398,000 △ 33.2

218,184,532 228,386,864 △ 10,202,332 △ 4.5

74,505,158 79,530,440 △ 5,025,282 △ 6.3

143,679,374 148,856,424 △ 5,177,050 △ 3.5

未 収 金 152,985,598 160,173,050 △ 7,187,452 △ 4.5

貸 倒 引 当 金 △ 9,306,224 △ 11,316,626 2,010,402 17.8

30,675,484,635 31,464,533,276 △ 789,048,641 △ 2.5

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計

科　　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

 

資産合計は３０６億７，５４８万円で、前年度と比較すると７億８，９０４万円、２．５％

の減少となっている。 

ア 固定資産 

固定資産は３０４億５，７３０万円で、前年度と比較すると７億７，８８４万円、２．５％

の減少となっている。 

これは主として構築物及び建物の減価償却に伴う資産減によるものである。 

イ 流動資産 

流動資産は２億１，８１８万円で、前年度と比較すると１，０２０万円、４．５％の減少

となっている。 

これは、未収金及び現金預金が減少したことによるものである。 
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なお、未収金の内訳及び最近５事業年度の過年度未収金とその収入率の推移は、次のとお

りである。 

（単位：円、％）

調定額 収入額 不納欠損額 未収入額 収入率

3,961,699,080 3,814,013,390 0 147,685,690 96.3

営 業 未 収 金 2,491,967,294 2,344,680,604 0 147,286,690 94.1

営 業 外 未 収 金 777,711,842 777,711,842 0 0 100.0

そ の 他 未 収 金 692,019,944 691,620,944 0 399,000 99.9

159,203,788 151,804,591 2,099,289 5,299,908 96.6

営 業 未 収 金 158,301,392 151,382,741 1,793,157 5,125,494 96.7

そ の 他 未 収 金 902,396 421,850 306,132 174,414 70.7

4,120,902,868 3,965,817,981 2,099,289 152,985,598 96.3

過 年 度 未 収 金

合　　計

科　　　目

現 年 度 未 収 金

 

（単位：円、％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

16,568,668 13,870,317 10,264,650 7,782,640 5,299,908

92.5 91.8 95.4 96.6 96.6収 入 率

区　　　分

過 年 度 未 収 金
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（２） 負債及び資本 

  

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

12,076,956,040 12,581,267,892 △ 504,311,852 △ 4.0

12,076,956,040 12,581,267,892 △ 504,311,852 △ 4.0

1,788,903,818 2,150,878,497 △ 361,974,679 △ 16.8

850,000,000 1,300,000,000 △ 450,000,000 △ 34.6

818,411,853 788,145,785 30,266,068 3.8

112,801,829 53,903,279 58,898,550 109.3

6,846 14,872 △ 8,026 △ 54.0

739,818 1,529,355 △ 789,537 △ 51.6

6,943,472 7,285,206 △ 341,734 △ 4.7

賞 与 引 当 金 5,843,084 6,143,921 △ 300,837 △ 4.9

法 定 福 利 費 引 当 金 1,100,388 1,141,285 △ 40,897 △ 3.6

15,626,579,808 16,027,963,709 △ 401,383,901 △ 2.5

31,719,800,814 31,588,834,922 130,965,892 0.4

△ 16,093,221,006 △ 15,560,871,213 △ 532,349,793 △ 3.4

29,492,439,666 30,760,110,098 △ 1,267,670,432 △ 4.1

371,306,537 371,306,537 0 0.0

811,738,432 333,116,641 478,621,791 143.7

653,117,709 653,117,709 0 0.0

国 庫 補 助 金 141,183,274 141,183,274 0 0.0

他 会 計 補 助 金 381,149,317 381,149,317 0 0.0

受 益 者 負 担 金 121,836,965 121,836,965 0 0.0

受 贈 財 産 評 価 額 8,948,153 8,948,153 0 0.0

158,620,723 － 158,620,723 －

当年度未処分利益剰余金 158,620,723 － 158,620,723 －

－ 320,001,068 △ 320,001,068 －

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 － 320,001,068 △ 320,001,068 －

1,183,044,969 704,423,178 478,621,791 67.9

30,675,484,635 31,464,533,276 △ 789,048,641 △ 2.5負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

欠 損 金

資 本 合 計

預 り 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

企 業 債

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

科　　　目

固 定 負 債

 

ア 負 債 

負債合計は２９４億９，２４３万円で、前年度と比較すると１２億６，７６７万円、   

４．１％の減少となっている。 

（ア）固定負債 

固定負債は１２０億７，６９５万円で、前年度と比較すると５億４３１万円、４．０％

の減少となっている。 

これは、１年を超えて償還される企業債が減少したことによるものである。 
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（イ）流動負債 

流動負債は１７億８，８９０万円で、前年度と比較すると３億６，１９７万円、    

１６．８％の減少となっている。 

これは主として、一時借入金が減少したことによるものである。 

なお、企業債未償還残高は１２８億９，５３６万円で、前年度と比較すると４億    

７，４０４万円の減少となっている。 

389,400 376,100 360,600

528,000

314,100

1,095,891

775,778
711,086

749,143 788,146

14,340,721 13,941,043 13,590,557 13,369,414
12,895,368

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(千円)(千円) 企業債の推移

当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

(借入高・

償還高)
(残高)

 

（ウ）繰延収益 

繰延収益は１５６億２，６５７万円で、前年度と比較すると４億１３８万円、２．５％

の減少となっている。 

これは、長期前受金が増加したものの、有形固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が

減少したことによるものである。 

イ 資 本 

資本合計は１１億８，３０４万円で、前年度と比較すると４億７，８６２万円、６７．９％

の増加となっている。 

（ア）資本金 

資本金は３億７，１３０万円で、前年度と同額となっている。 

（イ）剰余金 

剰余金は８億１，１７３万円で、前年度と比較すると４億７，８６２万円、１４３．７％

の増加となっている。 

これは、当年度純利益が生じたことにより、当年度未処理欠損金がなくなり、当年度未

処分利益剰余金が生じたことによるものである。 
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（３）財政状態の分析 

経営の健全性等について、財務分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

  

（単位：％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度
増　減

（２８－２７）

63.5 49.8 51.2 53.2 54.8 1.6

105.3 108.8 107.6 106.6 105.4 △ 1.2

17.2 20.2 21.8 10.6 12.2 1.6

固定資産対長期資本比率
（ 固 定 長 期 適 合 率 ）

流 動 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。

区　　　分

自 己 資 本 構 成 比 率

 

（注）１ 自己資本構成比率（（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）／負債資本合計×１００）は、総資本のう

ち自己資本が占める割合を表し、この比率が高いほど経営の安全性は大きいものといえる（平成２７年度にお

ける下水道事業会計の全国平均は５７．８％）。 

（注）２ 固定資産対長期資本比率（固定資産／（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×１００）は、

固定資産が、返済期限のない自己資本や長期に活用可能な固定負債等により調達されている程度を表し、   

１００％以下であることが望ましい。 

（注）３ 流動比率（流動資産／流動負債×１００）は、流動負債に対する支払能力及び運転資金の状態を示し、理想

比率は２００％以上とされている。 

（注）４ 自己資本構成比率及び固定資産対長期資本比率は、会計基準の見直しに伴い、平成２６年度から算出方法が

変更されている。 

 

自己資本構成比率は５４．８％となり、前年度と比較すると繰延収益が減少したものの、剰

余金が増加し、負債資本合計が減少したことにより１．６ポイントの上昇となっている。 

固定資産対長期資本比率は１０５．４％となり、前年度と比較すると固定負債が減少したも

のの、固定資産が減少し、剰余金が増加したことにより１．２ポイントの低下となっている。 

また、流動比率は１２．２％となり、前年度と比較すると流動資産が減少したものの、流動

負債が減少したことにより１．６ポイントの上昇となっている。 
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５ キャッシュ･フローの状況 

当年度のキャッシュ・フローの状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

  

（単位：円）

２８年度 ２７年度 増　　減

当期純利益（△は純損失） 478,621,791 453,998,283 24,623,508

減価償却費 1,360,950,637 1,388,512,554 △ 27,561,917

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 2,010,402 3,403,289 △ 5,413,691

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 300,837 430,474 △ 731,311

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 40,897 117,493 △ 158,390

長期前受金戻入額 △ 768,755,249 △ 770,964,705 2,209,456

受取利息 △ 1,620 △ 51,245 49,625

支払利息 276,225,818 294,442,692 △ 18,216,874

固定資産除却損 42,371,299 11,922,935 30,448,364

未収金の増減額（△は増加） 7,187,452 71,113,374 △ 63,925,922

未払金の増減額（△は減少） 58,898,550 △ 50,713,659 109,612,209

未払費用の増減額（△は減少） △ 8,026 △ 30,581 22,555

預り金の増減額（△は減少） △ 789,537 742,085 △ 1,531,622

小　　　計 1,452,348,979 1,402,922,989 49,425,990

利息の受取額 1,620 51,245 △ 49,625

利息の支払額 △ 276,225,818 △ 294,442,692 18,216,874

1,176,124,781 1,108,531,542 67,593,239

有形固定資産の取得による支出 △ 609,590,627 △ 1,105,098,150 495,507,523

国庫交付金による収入 275,906,463 512,632,328 △ 236,725,865

国庫交付金の返還による支出 △ 2,261,079 △ 2,117,551 △ 143,528

一般会計からの繰入による収入 75,472,106 66,806,186 8,665,920

水洗化貸付金の返還による収入 3,498,000 4,142,000 △ 644,000

水洗化貸付金の貸付による支出 △ 1,100,000 △ 1,530,000 430,000

受益者負担金による収入 970,858 970,858 0

△ 257,104,279 △ 524,194,329 267,090,050

一時借入による収入 2,380,000,000 3,030,000,000 △ 650,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 2,830,000,000 △ 3,710,000,000 880,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 314,100,000 528,000,000 △ 213,900,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 788,145,784 △ 749,143,006 △ 39,002,778

△ 924,045,784 △ 901,143,006 △ 22,902,778

△ 5,025,282 △ 316,805,793 311,780,511

79,530,440 396,336,233 △ 316,805,793

74,505,158 79,530,440 △ 5,025,282

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

合　　　計

合　　　計

財務活動によるキャッシュ・フロー

合　　　計

投資活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

区　　　分

 

 



- 84 - 

 

キャッシュ・フローの状況をみると、当年度における資金は、業務活動で得た１１億     

７，６１２万円を、投資活動に２億５，７１０万円、財務活動に９億２，４０４万円充てた結果、

５０２万円減少したため、期末残高は７，４５０万円となっており、その主な内容は次のとおり

である。 

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー（企業における通常の営業活動に係る資金の状況を表

す。） 

業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純利益４億７，８６２万円を計上し、減価

償却費が１３億６，０９５万円あったことなどにより１１億７，６１２万円の資金を得た。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー（将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状況を表す。） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、国庫交付金による収入が２億７，５９０万円あっ

たものの、有形固定資産の取得による支出が６億９５９万円あったことなどにより２億  

５，７１０万円の資金を使用した。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー（資金の調達及び返済に係る状況を表す。） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、企業債による収入が３億１，４１０万円あったも

のの、企業債の償還による支出が７億８，８１４万円、一時借入金の返済による支出が一時

借入による収入を差し引いて４億５，０００万円あったことにより９億２，４０４万円の資

金を使用した。 
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６ 意見 

下水道事業会計の平成２８年度決算においては、当年度純利益が４億７，８６２万円となって

おり、昨年度まで有していた当年度未処理欠損金が解消され、当年度未処分利益剰余金は１億 

５，８６２万円となっている。 
経営成績及び財政状態をみると、経営成績は経常収支比率や総収支比率は利益が生じているこ

とから、比較的良好な水準を維持しているが、財政状態は自己資本構成比率及び固定資産対長期

資本比率は改善傾向にあるものの、流動比率は低い水準で推移しており、依然として資金不足が

生じている。 
なお、当年度末の資金不足額は７億３，６０５万円で、前年度と比較すると３億７，９６８万

円、３４．０％の減少となっており、計画的に資金不足の解消が進められている。 
建設改良事業については、公共下水道蘭西地区の管路施設の改築、蘭東下水処理場の濃縮設備

などの更新等の工事が行われている。 
また、下水道管、下水ポンプ場、下水処理場における予防的修繕の実施や人件費の圧縮等によ

り経費削減を図るとともに、有収率の改善に向け、雨水侵入水、不明水の流入調査を行うなど、

収益確保に努めているところであるが、当年度においては、昨年度に引き続き処理原価が使用料

単価を上回る状況となっている。 

収益の根幹である下水道使用料は、依然として続く人口減少や節水意識の高まりなどにより減

少傾向にあることから、今後とも、平成２２年度に策定した「室蘭市下水道ビジョン」に基づき、

公共用水域の水質保全、市街地の浸水防除及び公衆衛生の向上を通じて安全で快適な都市・居住

環境の充実を図るとともに、費用節減や施設の効率的な事業運営により、資金不足を早期に解消

し、経営基盤を強化するよう一層の努力を望むものである。 
 


